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就農者への国の持続的な支援と若手育成を求める要望意見書 

 

 上記について、稚内市議会会議規則第 14条の規定により、別紙のとおり意見

書案を提出する。 

 

  令和７年６月３０日 提出 
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就農者への国の持続的な支援と若手育成を求める要望意見書 

 

 現在我が国の農産業は全国的に高齢化等の影響で、事業継承されず耕作放置される農地

が増え、令和 5 年の農林水産省の発表では全国の耕地は 0.6％減少しており、人口減少が

続く我が国では更に耕地減少が加速していくことが危惧されています。日本の農業の危機

は、食、文化、地方産業に多大な影響を及ぼし、また輸入依存度が高まれば食料安全保障

の観点からも極めて重要な課題です。 

また、昨今の米価格の高騰などは国民の家計にとって大きな負担となっています。これ

から日本の農業を安定的に継続していくためには、次世代への安定した事業継承支援の更

なる拡充や、新規就農をしやすい環境の整備が求められますが、地方自治体で行う政策に

は財源等により限界があり、国が主導し、早急に整えていく必要があります。 

特に若い就農者が減少している理由として、収入や賃金面の不安に加え、知識や技術も

必要であり、また地方農村部では娯楽や高速通信などのインフラが乏しく、地方農業への

就農そのものに対し魅力が感じられないとの声が若者たちからあります。 

国や都道府県において就農支援の補助や教育制度を設けていますが、際立った効果がみ

られてはいません。これからの農産業の維持には、幼少期から農業と食の結びつきを強く

意識する教育と地方へ魅力ある就農環境を更に構築することが必要です。 

よって、国におかれましては、下記の政策を実行するよう強く要望いたします。 

 

記 

 

１．社会見学や総合的な学習の時間を活用して、小・中学生に農業体験や食と農の関わり

を学習する機会を増やすこと。 

 

２．就農体験イベント等の企画を増やすとともに、各種 SNS を用いて若者の眼に届くよう

に周知広報する政策を更に推進すること。 

 

３．後継者のいない農家に住み込み、農業の基礎を学びながら技術や経営を習得し、後継

者として育成するインターンシップ制度を国が主導し充実させること。 

 

４．就農後の経済的・技術的な不安を解消するため、農家同士が交流し、協力できる仕組

みを強化し、地域でサポートできる支援制度を拡充すること。 

 

５．都市部から農地へ通勤を可能にする新しい就農スタイルのための交通体系を構築し、

また地方農村部へ高速通信網を敷設するなど、若者に訴求する新しい就農への未来を国

が積極的に構築すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和７年６月３０日 

 

                             稚 内 市 議 会 

 

提出先  衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、農林水産大臣、厚生労働大臣、 

財務大臣、総務大臣、文部科学大臣 


